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・全国的に地方公共団体の職員数は減少しており、本市では、直近10年間の上下水事業の職員数は

30人程度で推移しておりますが、将来的には減少すると予想されます。

・上下水道事業一体となった大規模な包括的民間委託を実施していますが、近年の物価上昇等により

契約金額も上昇しているため、ウォーターPPPの検討を含めた更なる業務効率化が必要となります。

・耐用年数を超えて老朽化する施設や設備が増加するため、効率的な更新や耐震化が必要となります。

・水道料金、下水道使用料とも埼玉県下の団体平均より低い水準を維持してきましたが、本市の状況

に即した適切な料金・使用料の水準を検討する必要があります。

・人口は微増しているものの、節水意識の向上などにより、有収水量は減少傾向にあります。

・経営指標は、おおむね類似団体平均よりもよい状況ですが、水道事業では料金回収率が100%を下

回っており、事業に必要な経費を水道料金で賄えていない状況となっています。また、下水道事業で

は経費回収率は100％以上を維持していますが、今後、支出の増加により100％を下回る見込みと

なっています。

R5 R6

① 経常収支比率 ％ ⇧ 105.99 105.85 110.20 ▲ 4.21

② 累積欠損金比率 ％ ⇩ 0.00 0.00 0.05 ▲ 0.05

③ 流動比率 ％ ⇧ 396.71 261.91 369.82 26.89

④
企業債残高
対給水収益比率

％ ⇩ 172.45 158.74 218.57 ▲ 46.12

⑤ 料金回収率 ％ ⇧ 93.06 91.13 101.78 ▲ 8.72

⑥ 給水原価 円 ⇩ 142.00 145.75 163.94 ▲ 21.94

⑦ 施設利用率 ％ ⇧ 68.98 68.54 62.35 6.63

⑧ 有収率 ％ ⇧ 93.34 93.74 88.71 4.63

⑨
有形固定資産
減価償却率

％ ⇩ 52.39 53.24 51.95 0.44

⑩ 管路経年化率 ％ ⇩ 29.40 31.25 24.49 4.91

⑪ 管路更新率 ％ ⇧ 0.37 0.27 0.58 ▲ 0.21

戸田市 類似団体

平均値※

（R5)
差異※

経営の
健全性

経営の
効率性

老朽化
の状況

項目 単位
望ま
しい
方向 R5 R6

① 経常収支比率 ％ ⇧ 101.29 102.31 106.58 ▲ 5.29

② 累積欠損金比率 ％ ⇩ 0.00 0.00 1.19 ▲ 1.19

③ 流動比率 ％ ⇧ 146.20 195.98 108.70 37.50

④
企業債残高対
事業規模比率

％ ⇩ 296.05 411.64 460.03 ▲ 163.98

⑤ 経費回収率 ％ ⇧ 101.76 102.70 101.33 0.43

⑥ 汚水処理原価 円 ⇩ 83.08 82.50 114.16 ▲ 31.08

⑦ 水洗化率 ％ ⇧ 98.60 98.78 97.54 1.06

⑧
有形固定資産
減価償却率

％ ⇩ 35.51 38.46 29.31 6.20

⑨ 管渠朽化率 ％ ⇩ 14.46 16.68 13.81 0.65

⑩ 管渠改善率 ％ ⇧ 0.14 0.07 0.16 0.22

類似団体

平均値※

（R5)
差異※

経営の
健全性

経営の
効率性

項目 単位
望ま
しい
方向

戸田市

老朽化
の状況

※ 公表されている類似団体平均は令和５（2023）年度が最新のため、
令和５（2023）年度のデータで比較をしています。

水道事業 下水道事業

戸田市上下水道事業経営戦略 概要版

１．計画策定の背景と目的

本市ではこれまで、水道・下水道の各ビジョン

や経営計画に基づき事業を運営してきましたが、

全国的な人口減少、施設の老朽化、自然災害の

頻発化・激甚化、近年の物価高騰への対応やデ

ジタル化社会への変革（DX）及び脱炭素化の推

進など様々な課題に直面しています。

これらの背景を踏まえ、上下水道事業の総合

計画である『戸田市上下水道ビジョン』を策定す

るとともに、強固な経営基盤を築き、将来にわ

たりビジョンの目標を達成できるよう事業経営

を続けるため、『戸田市上下水道事業経営戦略』

（本計画）を策定します。
図 『戸田市上下水道事業経営戦略』の位置づけ

本経営戦略の計画期間は令和８（2026）年度から令和17（2035）年度までの10年間としています。

2．現状及び課題

★図・グラフ内の「R○」表記は、すべて「令和○年度」を意味します。

４．投資・財政試算

3．経営の基本方針

本市は、適正な料金体系設定と健全な財務運営を通じて、収支の均衡と財政的弾力性の両立を図

りながら、将来にわたって安定的かつ強靭な上下水道サービスを提供し続けることを目指し、以下

の方針に基づいて経営を推進します。

収支均衡と独立採算の維持 非常時に備えた資金の確保

老朽施設の更新と将来投資 企業債の適正な活用と財政の弾力性

多様な広域化の推進

図 計画期間における主な収入および支出

水道事業 下水道事業
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表 経営指標

・料金収入、使用料収入はおおむね一定で推移します。対して、経常費用は物価上昇や受水費、流域

下水道維持管理負担金などの上昇により、年々増加傾向にあります。

・水道事業では、浄水場の大規模更新のため、計画期間の建設改良費が増加します。

・下水道事業では、老朽施設の更新や耐震化・耐水化対策により建設改良費が増加傾向にあります。
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戸田市上下水道事業経営戦略 概要版

７．経営戦略の検証・評価

本経営戦略については、PDCAサイクルに基づ

き、計画の策定・改定（Plan）、事業の実行（Do）、

達成度の評価（Check）、改善（Action）を行い、

フォローアップしていきます。このうち達成度の評

価及び改善については、モニタリング及びローリ

ング（見直し）により実施します。また、3～5年を

目途に、実績評価を踏まえた計画のローリング（見

直し）等を行うことを予定しています。次回の見直

しは、計画期間の中間にあたる令和12（2030）

年度に行うものとします。 図 PDCAサイクルのイメージ

★図・グラフ内の「R○」表記は、すべて「令和○年度」を意味します。

水道

実績値 中間目標 目標

令和6
（2024）

令和12
（2030）

令和17
（2035）

料金回収率 91.1% 100%以上 100%以上

自己資金
1,801

百万円
最少保持額※以上

企業債残高

対給水収益比率

158.74

%
300%以下

下水道

実績値 中間目標 目標

令和6

（2024）
令和12
（2030）

令和17
（2035）

経費回収率 102.7% 100%以上 100%以上

自己資金
823

百万円
最少保持額※以上

企業債残高

対事業規模比率

411.64

%
500%以下

６．経営目標

マネジ
メント
サイクル

計画

実行

事後
評価

改善

■現況分析、将来予測

■投資・財政計画の策定

■事業の実行

■進捗状況の管理

■進捗状況の確認

■経営指標による分析

■要改善項目の抽出

計画期間における経営目標は下表のとおりとします。ただし、企業債残高対給水収益比率及び企

業債残高対事業規模比率は努力目標とします。

今後は、さらなる支出の効率化に努めるとともに、適切な収入を確保するための料金水準、使用

料水準を検討し、安定して持続できる経営基盤の確立を目指します。

５．水道料金及び下水道使用料の適正化

表 計画期間における経営目標
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水道事業 下水道事業

水道事業 下水道事業

・水道事業、下水道事業とも計画期間内に赤字に転落する見込みとなっています。

・水道事業では計画期間内に自己資金が不足し、事業運営の継続が困難となります。

・下水道事業では計画期間内の資金不足は起こりませんが、令和11（2029）年度以降減少し、令和

18（2036）年度に資金不足に陥る見込みです。
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使用料収入 通常の事業運営に係る費用

不足額 資産維持費

総括原価を賄うのに不足する給水収益

図 料金水準・使用料と総括原価
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※ 自己資金の最少保持額：将来にわたり事業を安定的に運営するために保持しておくべき資金残高の額

1 料金回収率の確保

2 水道施設の更新等に係る費用

3 定期的な見直し

4 資産維持費の計上

5 激変緩和措置の検討

そこで、投資・財政計画に基づき、将来の適切な料金水準及び使用料水準について検討を行いまし

た。適切な料金水準・使用料水準とは、料金や使用料の収入が総括原価（通常の事業運営に係る経

費＋資産維持費）を賄える状態で、ここでは給水収益及び使用料収入が総括原価に対してどれだけ

不足しているかを確認しました。

その結果、令和10（2028）～令和14（2032）年度において給水収益の不足額は約11億円、使用

料収入の不足額は約3億7,000万円になると試算されました。したがって、現状のままでは、総括

原価に対して給水収益、使用料収入とも大幅に不足しており、現在の水道料金及び下水道使用料は

適切な水準でないことが示されました。今後は、さらなる支出の効率化に努めるとともに、将来にわ

たり安定した事業運営が行えるよう、定期的（おおむね５年ごと）に適切な料金水準及び使用料水準、

そして、料金及び使用料改定の必要性について検討を行います。

本市では長らく水道料金の改定を行っておらず、通常の

事業運営に係る経費を水道料金で賄うことができていま

せんでした。これら財政状況を鑑み、令和６（2024）年１月

に戸田市上下水道事業経営審議会より、適正な水道料金

の設定が必要であり、特に右の項目について留意するよう

提言され、さらに同年６月に提出された答申書に基づき、令和７（2025）年４月に料金改定を行い

ました。一方、下水道事業においては、平成２９（2017）年４月以降、消費税等に係る改定分の転嫁

を除き使用料の改定を実施していません。

図 計画期間における純損益および自己資金



用語 説明

耐用年数
施設や設備が、通常の使い方でどれくらいの期間使えると見込ま
れているかを示す年数です。会計ではこの期間にわたって少しず
つ費用として計上していきます。

ウォーターPPP
上下水道分野での新たな官民連携（Public-Private 
Partnership）の方式を指します。民間の資金や技術を活用して
公共サービスを提供します。

料金回収率/
経費回収率

通常の事業運営に必要な経費を給水収益（水道）又は使用料収入
（下水道）でどれくらい回収しているかの割合です。100%未満だ
と収入で経費が賄えていなことを示します。

経常費用
通常の事業運営に必要な経費のことです。職員の人件費、電気代、
薬品代、維持管理費など、継続してかかる支出が含まれます。

受水費
県から購入している水道の代金です。本市では約８割の水を県か
ら購入しており、残りは自己水源（井戸水）となっています。

流域下水道維持
管理負担金

流域で共同して使う下水道の維持管理費を分担して支払う負担金
です。地域の規模や利用割合で配分されます。

建設改良費
施設を新しくつくったり、老朽化した設備を大きく更新したりする
ときにかかる費用です。水道管の更新工事や浄水場の機械設備の
入れ替えなど、大規模で長期的に使う設備への投資にあたります。

用語 説明

純損益
収入から費用を引いた結果、利益か損失かを示します。事業が儲かっているかの
基本指標です。

自己資金
自治体や事業が自ら持つ現金や未収金（後日入ってくる料金等）のことです。安
定して事業運営するための重要な資金源です。

資産維持費
将来の施設や設備を更新するときの、値上がり分の費用相当分。施設や設備を
更新する場合、物価上昇等で以前より高額となっているため値上がり分を補填
するための費用相当分です。

総括原価方式
企業や事業全体のコストを合算して料金に反映する考え方です。上下水道事業
の運営費を適切に回収するために使われます。

最少保持額
経営を安定させるために最低限持っておくべき現金の目安です。不測の事態に
備えます。

企業債残高対給水収
益比率/
企業債残高対事業規
模比率

借金（企業債）残高が給水収益（水道）又は、事業規模（下水道）に対してどの程度
かを示す比率です。借金の負担度合いを評価します。

収益的収支
日々の運営に関する収入と支出のことです。設備投資を除いた通常の事業運営
に係る収支を指します。

資本的収支
施設を新しく作ったり、更新したりするための収入と支出のことです。企業債の
借入金の元金返済も含みます。

戸田市上下水道事業経営戦略 概要版 用語集
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